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第 1章　女性のエンパワーメントとジェンダー平等

出典：国際女性の地位協会編『学んで活かそう女性の権利〔改訂 2版〕』（尚学社，2014）12－13 頁
　　　（図版制作　石崎節子）より
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図解　女性差別撤廃条約に関する 国連と日本の動き 女性差別撤廃条約関係 国 連　国連憲章（1945年）

日 本　日本国憲法（1946年）

国連女性の10年
（1976年－1985年）

「女性差別撤廃条約批准」
（1985年）

男女雇用機会均等法（1985年）
最終改正（2008年）

パートタイム労働法（1993年）
最終改正（2014年）

育児・介護休業法（1995年）
最終改正（2010年）

児童買春・児童ポルノ禁止法（1999年）
最終改正（2014年）

児童虐待防止法（2000年）
最終改正（2011年）

配偶者からの暴力防止及び被害者の保護
に関する法律（DV防止法）（2001年）

最終改正（2014年）

育児休業法（1991年）

高校での家庭科男女共修実施（1994年）

男女共同参画社会基本法（1999年）

国籍法改正（1984年）
最終改正（2008年）

国連加盟（1956年）

ILO「同一価値の労働についての
男女労働者に対する同一報酬に関する
条約（100号）」批准（1968年）

ILO「家族的責任を持つ男女労働者
の機会及び待遇の均等に関する条約
（156号）」批准（1995年）

●１次日本レポート提出（1987年）

●２次日本レポート提出（1992年）

●３次日本レポート提出（1993年）

●４次日本レポート提出（1998年）

●５次日本レポート提出（2002年）

●６次日本レポート提出（2008年）

●７次・８次日本レポート提出（2014年）

①１次日本レポート審議
　（1988年）

女性の地位委員会設置（1946年）

国際女性年（1975年）

「女性差別撤廃宣言」採択
国連総会（1967年）

「女性に対する暴力撤廃宣言」採択
国連総会（1993年）

「女性差別撤廃条約採択議定書」採択
国連総会（1999年）

「女性差別撤廃条約」採択
国連総会（1979年）

第１回国連総会（1946年）「女性の政治的権利」決議
　国連総会（1946年）

「女性の参政権に関する条約」採択
　国連総会（1952年）

「既婚女性の国籍に関する条約」採択
　国連総会（1957年）

「婚姻の同意、婚姻の最低年齢及び
婚姻の登録に関する条約」採択
　国連総会（1962年）

②２次・３次日本レポート審議
　（1994年）

③４次・５次日本レポート審議
　（2003年）

⑤７次・８次日本レポート審議
　（2016年）

第59回女性の地位委員会
〈北京＋20〉ニューヨーク
（2015）

④６次日本レポート審議
　（2009年）

女性差別撤廃委員会発足
（1982年）

第1回世界女性会議
メキシコ・シティ
（1975年）

「世界人権宣言」
（1948年）

「国際人権規約」
（1966年）

第2回世界女性会議
コペンハーゲン
（1980年）

第3回世界女性会議
ナイロビ
（1985年）

第4回世界女性会議
北京
（1995年）

国連女性2000年会議
ニューヨーク
（2000年）

第49回女性の地位委員会
〈北京＋10〉ニューヨーク
（2005年）

第54回女性の地位委員会
〈北京＋15〉ニューヨーク
（2010年）

72番目の加盟国


